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要 約 
内陸地殻内で発生する地震を対象として、既存の活断層図等の文献による調査、空中写真

判読によるリニアメント調査、現地における地表踏査等の詳細な地質学的調査によっても、

震源位置と地震規模を前もって特定できない地震を「震源を事前に特定できない地震」と

定義し、その地震動レベルを震源近傍の硬質地盤上の強震記録を用いて設定した。検討対

象は、日本およびカリフォルニアで発生した計 41の内陸地殻内地震である。地質学的調査
による地震の分類を行い、9地震 12地点の計 15記録(30水平成分)の強震記録を、震源を事
前に特定できない地震の上限レベルの検討に用いた。Vs=700m/s 相当の岩盤上における水
平方向の地震動の上限レベルとして、最大加速度値 450 cm/s/s、加速度応答値 1200 cm/s/s、
速度応答値 100 cm/sが得られた。 

 
キーワード： 震源を事前に特定できない地震、地震動レベル、活断層調査、震源近傍、 
 観測記録 

 
１．はじめに 
  
 日本列島とその周辺で発生する地震を分類すると、プレート境界付近で発生する地震と陸域の浅い部

分で発生する地震に分けられる(例えば宇津、1977) 1)。このうち、後者の地震は震源が浅いため、都市
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直下で発生した場合は大規模な震災を与えることが過去の事例からも明らかにされている(武村・他、 
1998) 2)。 
 陸域の浅い部分、即ち、上部地殻で発生する地震を更に分類すると、「活断層による地震」と「それ以

外の地震」に分けられる(垣見、2002) 3)。阪神・淡路地区に甚大な被害を与えた 1995 年兵庫県南部地震

は前者に属し、活断層として認知されていた六甲・淡路断層帯のずれによって発生した。活断層は、内

陸で浅発地震が発生した際に震源断層が地表まで達することによって地表地震断層が生じ、地震の繰り

返しによって、それらが累積し、地表の痕跡として地形に残されたものである。松田（1975）4) は活断

層の長さや断層のすべり量と地震規模の経験式を提案しており、これを用いれば、活断層から発生する

地震の規模を事前に予測することが可能である。さらに、その断層の平均変位速度や、過去の活動履歴

を詳しく調べることができれば、地震規模に加えて、地震の発生間隔や次の地震発生の切迫度までが予

測可能となる3)。以上のように、活断層に起因する地震については、断層長さやすべり量などのパラメ

ータを設定し、断層モデルや距離減衰式等を適用して強震動を予測する道筋が立てられており、適用例

も蓄積されつつある(例えば、地震調査研究推進本部、2002) 5)。一方、規模が小さく、地表地震断層を

出現させない地震は活断層としての痕跡を残さないため、活断層の情報からは予測しがたく、将来発生

する地震を見逃す危険性がある。また、2000年鳥取県西部地震(気象庁マグニチュードMj=7.3)のように、

地震規模が 7 を超える大きさであっても、地表地震断層が明瞭に現れない場合もある。この種の地震に

対し、建築および土木構造物を設計する上で考慮すべき地震動レベルを、どの程度に設定すべきかは耐

震設計上の重要課題と思われる。 
本論文は、原子力発電施設のように、立地にあたって活断層等の地質調査が要求されている短周期重

要構造物を対象とし、内陸地殻内で発生する地震について「震源を事前に特定できない地震」の地震動

レベルを検討した。地震調査研究推進本部(2002)6)でも内陸地殻内地震を対象として「震源を予め特定し

にくい地震」を定義し、その内訳として、グループ１（98 断層帯以外の活断層に発生する地震）、グル

ープ２（98 断層帯に発生する固有地震（最大地震）以外の地震）、グループ５（陸域のプレート内で発

生する地震のうち震源を予め特定しにくい地震）を挙げている。地震調査研究推進本部(2002)6)は既往の

活断層図のみに基づいて震源を特定できる・できないを判断している。本論文では既存の活断層図によ

る文献調査に加え、必要に応じて空中写真判読によるリニアメント調査、現地における地表踏査等の地

質学的調査などを新たに実施してもなお、事前に震源の位置、または規模の特定が困難と判断されるも

のを「震源を事前に特定できない地震」と定義する。なお、活断層端部が海域または沖積平野に延長す

る場合は活断層長さの特定が難しくなるが、そのような場合は弾性波探査等と組み合わせることにより、

規模に見合う長さが事前に特定可能と判断している。 
検討に際しては、震源を事前に特定できない地震の規模および位置は前もって想定できないことから、

マグニチュードや震源距離を規定する方法はとらず、震源近傍の強震観測記録に基づいて地震動レベル

を直接設定する方針とした。先ず、強震観測開始以後に発生した内陸地殻内地震に対し、震源近傍の強

震観測記録を収集した。その際、日本国内の記録に加え、内陸地殻内地震が数多く発生し、強震観測網

が初期の段階から発達しているカリフォルニアの記録も収集対象に加えた。武村・他(1999) 7)はレベル 2
地震動を設定する場合の共通基準を得ることを目的とし、震源近傍の強震観測記録から地震動の上限レ

ベルの検討を既に行っている。本論文のデータセットは、武村・他(1999) 7)のデータセットに対し、近年

の観測データを加えたものである。次に、記録を収集した地震に対し、先に述べた地質学的調査を実施

し、震源が事前に特定できる地震とそうでない地震に分類した。土木学会(1985) 8)及び井上・他(2002) 9)

はリニアメントを活断層による変位地形の可能性の高い順に LA、LB、LC、LDにランク分けして判読す

る基準を提案している。土木学会(1985)8)の判読基準は横ずれ断層に関する記述が希薄なため、井上・他

(2002)9)では横ずれ断層による変形地形の基準を土木学会(1985)8)に準ずる形で独自に設定している。これ

らの判定基準を用い、井上・他(2002)9)は上述した鳥取県西部地震の震源域周辺の空中写真判読を詳細に

行い、活断層と推定される断続する多数の LC、LDリニアメントを判読している。また、現地調査によ

り上記のリニアメント沿いに断層破砕帯を有する露頭を多数見出しているとともに、今回の地震での活
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動は認められないが新しい時代の地層を切る断層露頭を確認している。井上・他(2002) 9)の調査は地震発

生後に実施したものであるが、地震発生前の空中写真を用いて、あらかじめ詳細な空中写真判読や現地

調査をしておけば、この地域にマグニチュード７クラスの地震の発生は予想できたと結論付けている。

本論文における震源が事前に特定できる地震とそうでない地震の分類も、井上・他(2002) 9)の調査方法に

準じて行っている。最後に、震源が事前に特定できないと判断された地震に対する震源近傍の強震記録

から地震動の上限レベルを設定し、その妥当性について考察を加えた。 
 

２．震源近傍の強震記録の収集 
 
米国カリフォルニアでは 1930 年代に、日本国内では 1953 年から加速度計による強震観測が開始され

ているため、本論文では、それ以後に発生した内陸地殻内地震を検討対象とした。これらの地震の震央

位置を図 1 に示す。最近 20 数年の間に、国内外においてデジタル式強震計と高密度観測を特徴とした精

度の良い強震観測網が整備され、多くの強震動データが蓄積されつつある。しかしながら、日本国内に

おいては 1995 年兵庫県南部地震が発生するまで、震源の浅い内陸地殻内で発生した規模の大きな地震が

なく、そのため震源近傍の強震動記録も、1995 年兵庫県南部地震以降整備された強震ネット(K-NET)も
しくは基盤強震ネット(KiK-net)をはじめとするデータに限られる。一方、カリフォルニアでは 1940 年

Imperial Valley 地震の El Centro の記録をはじめとして、震源近傍での強震動記録が多く得られ、データ

ベースも整っている。また、カリフォルニアで発生した地震については観測地点の地盤状況も比較的明

確にされており、加えて、既往の研究にて震源特性が明らかにされているものが多い。したがって、震

源を事前に特定できない地震による震源近傍の地震動の検討には、カリフォルニアで得られた強震記録

も活用する方針とした。 
 

図１ 検討対象地震の震央位置 (図中の数字と記号は図 3 および図 10 の地震に対応、 
★は強震観測開始以後、★は開始以前に発生した地震を表す） 

(a) 日本 (b) カリフォルニア 
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検討対象とした強震記録は、現時点で入手可能なカリフォルニアならびに日本国内における震源近傍

の強震記録であり、地表地震断層が出現した地震とそうでない地震に分類して表 1(a)および(b)に示す。

表中には震源メカニズム(Mech.)も示してある。対象地震は計 27 となり、日本の地震については気象庁

マグニチュード Mj=6.2～7.3、カリフォルニアの地震についてはモーメントマグニチュード Mw=5.6～7.5
の範囲にある。Fukushima and Tanaka (1990) 10)は最大加速度の距離減衰式において、マグニチュード 6.5
から 7 クラスの地震では、断層からの最短距離 Xsh が 20km より遠くなると、距離に対する地震動振幅

の減衰が顕著になると指摘している。その指摘に従い、ここでは Xsh が 20km 以内を震源近傍と定義し、

その範囲内での記録を収集した。 
可能な限り軟弱地盤の影響を受けていない地震動を評価するために、硬質地盤上の強震記録を対象と

した。ここで硬質地盤とは、Ohno et al.(1996) 11)による Pre-Quaternary の地盤、地層、岩盤のいずれかに

対応させてあり、未固結層の厚さが 10m 未満で、その下に“Rock”が存在すると指摘されている観測点

である。記録のスペクトル特性から、明らかに未固結層の共振によって特定の短周期成分が卓越する観

測点は除いた。表 1(a)および(b)において、観測点名(Site Name)が示されているのは、硬質地盤上の強震

記録が得られている地震であり、観測点の表層地質(Geology)、表層地盤の速度検層結果の有無(Soil data: 
Yes or No)、断層面への最短距離(Xsh)を表中に記してある。地震諸元のみが記載されている地震は、上

述の条件を満たす震源近傍における硬質地盤上の強震記録が得られなかった地震である。収集した全地

震の水平方向成分について、減衰 5%の擬似速度応答スペクトルの重ね書きを図 2 に示す。水平方向 2
成分は断層走向直交方向(FN)と平行方向に(FP)に変換してあり、各々実線と破線で図 2 に示した。なお、

個々の記録について長周期側の信頼限界を調査し、周期 5 秒まで精度があることを確認している。 

表 1(a) 震源近傍の硬質地盤上の記録：地表地震断層が出現した地震 
［武村・他(1999)に加筆］ 

Earthquake Name Mj *1

(Mw)
Mech.

*2
Site Name

(Station Code)
Soil
Data

Xsh *3

[km]
Geology

1940 Imperial Valley (7.0) S － － － －

1952 Kern County (7.5) D － － － －

1966 Parkfield (6.2) S Cholame Shandon Temblor
(TBL) No 13 Thin Sand and Silt /

Siltstone
Griffith Park Observatory
(GPO) Yes 15 Granidiorite (0-5m

weathered)
Pacoima Dam-Upper Left
Abutment (PD) Yes 4 Highly Jointed Diorite

Gneiss

1974伊豆半島沖 6.9 S － － － －

1978伊豆大島近海 7.0 S － － － －

1979 Imperial Valley (6.5) S － － － －

1987 Superstition Hills (6.6) S Superstition Mt. (SM) Yes 5 Granite

1992 Landers (7.3) S － － － －

1995兵庫県南部 7.3 S 神戸大学 (KBU) No 1.2 Granite

1998岩手県北部 6.2 D K-NET玉川 (AKT022) Yes 13 Thin fill soil / Rock

1999 Hector Mine (7.1) S Hector (HEC) No 9 unknown

2000 鳥取県西部 7.3 S 賀祥ダム (KSD) No 0.2 Granite

*1 ( )内はモーメントマグニチュードの値、*2 メカニズムの表記： SはStrike-slip、DはDip-slip
*3 断層面への最短距離

1971 San Fernand (6.6) D

注) "－"は震源近傍の硬質岩盤上の記録が存在しないことを表す
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表 1(b) 震源近傍の硬質地盤上の記録：地表地震断層が現れなかった地震 
［武村・他(1999)に加筆］ 

Earthquake Name Mj *1

(Mw)
Mech.

*2
Site Name

(Station Code)
Soil
Data

Xsh *3

[km]
Geology

1961 北美濃 7.0 D － － － －

1969 岐阜県中部 6.6 S － － － －

Santa Barbara Court House
(SBC) Yes 11 Dense Sand

UCSB Goleta Free Field
(UCSB) No 13 Shallow Alluv. over

Rock(Shale)
Girloy #1(G1) Yes 13 Sandstone
Girloy #6 (G6) Yes 5 Sandstone

1983 Coalinga (6.4) D － － － －

Anderson Dam Downstream
(ADD) Yes 3 Gravelly Sandy Loam

(Vs 400-500 m/s)
Girloy #1(G1) Yes 12 Sandstone
Girloy #6 (G6) Yes 6 Sandstone

1984 長野県西部 6.8 S － － － －

Caltech Athenaeum (CA) Yes 17 Sand / Gravelly Sand
Los Angeles,4407 Jasper St.
(JASP) No 15 Pliocene sedimentary

Rock

Corralitos (COR) Yes 2 Landslide deposite /
Sandstone

Coyote Lake Dam SW
Downstream (CLD) Yes 20 Clay / Mudstone

Girloy #1(G1) Yes 9 Sandstone
Girloy #6 (G6) Yes 18 Sandstone
Lexington Dam Left Abutment
(LXD)

Yes 5 Slate and Sandstone

Santa Cruz Lick Observatory
(SCO)

Yes 18 Thin Soil / Limestone

Cogswell Dam Right
Abutment (CDRA)

No 10 Weathered Granitic Rock

Mt. Wilson-Caltec Seismic
Station (CSS)

No 10 Quartz Diorite

Pacoima Dam-Downstream
(PDD)

Yes 7 Highly Jointed Diorite
Gneiss

Pacoima-Kagel Canyon (PKC) Yes 8 Sandstone
Sepulveda Canyon Spilway
Building (SCSB) No 20 Hard Rock

Sylmar Converter Station,East
(SCSE) Yes 5 Silty Clay(10m)/ Rock

USC Station No.13  (UC13) No 17 Upper Miocene Marine
USC Station No.14  (UC14) No 18 Middle Miocene Marine
USC Station No.15  (UC15) No 20 Upper Jurassic Marine

USC Station No.56  (UC56) No 5 Upper Pliocene
Nonmarine Deposits

USC Station No.61  (UC61) No 19 Mesozoic Granitic Rocks

1997 鹿児島県北西部 (3/26) 6.6 S 鶴田ダム (TRD) No 9 Sandstone

1997  鹿児島県北西部 (5/13) 6.4 S 鶴田ダム (TRD) No 14 Sandstone

1997 山口県北部 6.6 S － － － －

*1 ( )内はモーメントマグニチュードの値

*2 メカニズムの表記： SはStrike-slip、DはDip-slip、ＯはOblique-slip
*3 断層面への最短距離

1979 Coyote Lake (5.8) S

1978 Santa Barbara (5.8) D

(6.2) S

1987 Whittier Narrows (6.0) D

1984 Morgan Hill

1991 Sierra Madre (5.6) D

1989 Loma Prieta (7.0) O

注) "－"は震源近傍の硬質岩盤上の記録が存在しないことを表す

1994 Northridge (6.7) D



- 51 - 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．震源を事前に特定できない地震の選定 
 
3-1 選定方針 
前節で収集した地震に対し、主として文献調査を行い、震源を事前に特定できる地震とそうでない地

震とに分類した。対象とした地震の一部については空中写真判読・地表地質調査も行っている。明瞭に

地表地震断層が出現した地震は、震源を事前に特定できるとした。変位量が小さいなどの理由により地

表地震断層が出現したかどうか議論の分かれるものや、地表地震断層は出現していないものについては、

近傍の活断層等、活構造との関連を検討し、当該地震とこれらとの関係が見出せた地震については、震

源を事前に特定できるとして扱った。地震の分類過程を図 3 に示す。 
本来、地震動評価を最終目的として「震源を特定できる」と判定するためには、震源断層面としての

特定が望ましいが、そのためには活断層長さの情報に加え、深さ方向の情報も必要となる。深さ方向の

情報を得るには、別途、ボーリング調査、音波探査、弾性波探査等が必要となるが、本論文の対象とし

たすべての地震についてこのような調査を実施するのは現実的に不可能である。ここでは、活断層また

は活構造の存在から震源位置を、それらの長さから地震規模を事前にある程度見積もれた地震を、本論

文で取り扱う「震源を事前に特定できる地震」とした。地震動評価を最終目的とし、真の意味で「震源

を事前に特定する」ためには、上記の探査が適宜必要になることに注意すべきである。 
 

3-2 明瞭な地表地震断層が出現した地震 
先ず、強震観測開始以後に内陸地殻内で発生した 27 地震に対し、地表地震断層が出現した地震とそう

でない地震に分類した。Shimazaki(1986) 12)および武村(1998) 13)は、日本で発生した地殻内地震に対し、

地震モーメント Mo と震源断層長さ L との経験的な関係を求めている。得られた結果は、Mo＝7.5×
1025dyne-cm を境として不連続であり、小さい地震では Mo∝L3 、大きい地震では Mo∝L2 の関係を有

することが示されている。相似関係が変化する Mo の値は、Mw に換算すると 6.5 であり、武村(1998)13)

による以下の関係式から気象庁マグニチュード Mj に換算すると 6.8 になる。 
  

図 2 震源近傍の硬質岩盤で観測された水平動の擬似速度応答スペクトル 
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 7.172.1)(log 0 +=⋅ MjcmdyneM    (1) 

断層パラメータのスケーリングが変化する解釈として、小地震では断層破壊領域が地震発生層(地表か

ら厚さ 15～20 km の上部地殻に対応)の内部にとどまっているが、大地震では破壊領域が地震発生層の厚

さ全体に達し、破壊領域の厚さ(断層幅)に頭打ちが生じることが原因していると考察されている12), 13)。

この解釈に基づけば、スケーリングが変化する地震規模を境として、これより大きい内陸地殻内の地震

は、地表に何らかの痕跡を残すものと考えられる。 
図 3 に示した地表地震断層が明瞭に出現した 12 地震のうち、10 地震は Mj6.8(Mw6.5)以上であり、断

層パラメータのスケーリングを用いた考察とも一致している。残る2地震(1966年Park field地震(Mw6.2)、
1998 年岩手県北部地震(Mj6.2))の扱いは 4 章で述べる。これらの地震について、地表地震断層の出現位

置と活断層の関連例えば14), 15)を調査したところ、事前に活断層と認識されていた場所で発生したことが確

認できた。即ち、これらの地震の発生位置は、事前に特定できたと判断される。各地震に対応する活断

層の名称を図 3 の[ ]内に示す。なお、2000 年鳥取県西部地震は地表地震断層が出現したとする見方があ

るが 16), 17)、必ずしも明瞭でない。この地震については次節で述べる。 
次に、地震規模について考える。「１．はじめに」で述べたように、活断層は地下の震源断層が繰り返

し活動し、地表にその痕跡が残ったものである。一回の地震では、地下の震源断層のすべてが地表地震

断層として現れない場合でも、何度かの繰り返しによって、震源断層のほぼ全長が地表に表れたと見な

せる(例えば、武村、2000) 18)。従って、活断層から発生する地震の規模を予測する場合は、活断層の長

さ L を震源断層の長さとする場合が多く、L とマグニチュード Mj の関係を表す松田による経験式4)は、

震源断層の長さと Mj の関係を表す式でもあることが説明されている(武村, 1998)13)。日本の地殻内地震

について、既存文献に示されている活断層の長さと、実際に発生した地震の規模を整理した結果を付表

1-1 に示す。松田による経験式4)によれば、L=10km で Mj=6.5、L=20km で Mj=7.0、L=30km で Mj=7.3 程

度となる。これを目安に付表 1-1 の強震観測以後に発生した 4 地震を見ると、1995 年兵庫県南部地震と

1998 年岩手県北部地震は、地震規模に見合うまたはそれ以上の長さの活断層が事前に認められる。カリ

フォルニアの地震について、同様の整理をした結果を付表 1-2 に示す。松田の経験式4)がカリフォルニア

の地震に適用可能かはわからないが、付表 1-2 に示す地震はいずれも地震規模に見合う以上の活断層長

さが事前に認められる。従って、明瞭な地表地震断層が出現した以上の地震は、発生位置および規模を

事前に特定できると判断した。 
一方、付表 1-1 に示した 1974 年伊豆半島沖地震(L=8km, Mj=6.9)、および 1978 年伊豆大島近海地震

(L=4km, Mj=7.0)は、地震規模の割に活断層長さが短い。これらの地震は活断層の端部が海域に没してお

り、地表の情報のみでは活断層長さの評価が難しい地震である。後ほど 5-1 章にて強震観測以前に発生

した地震も考察するが、1943 年鳥取地震等、活断層の端部が沖積平野等に延長する場合も、地表の情報

のみでは活断層の長さが評価しにくくなる。この種の地震については、ボーリング調査や弾性波探査を

実施すれば、井上・他(2002)9)の事例にあるように、規模に見合う長さが事前に特定可能と判断した。ま

た、本論文の対象とした原子力発電施設の実施設計段階では、敷地近傍の活断層が海域または沖積平野

等に延長すると予想される場合は、必要に応じて音波探査、ボーリング調査、反射法探査を実施するた

め、活断層の延長部は適切に評価される。以上より、地震規模の割に活断層長さが短い場合であっても、

明瞭な地表地震断層が出現した地震は発生位置および規模を事前に特定できると判断した。 
 

3-3 明瞭な地表地震断層が出現しなかった地震 
明瞭な地表地震断層が出現していない地震、および鳥取県西部地震のように地表地震断層の出現につ

いて見解が分かれている計 15 地震について、既存の活断層図や文献による調査を行い、事前に震源が特

定可能かを判断した。以上の調査を行っても判断が難しい場合は、新たに空中写真判読、地表踏査を行

った。その結果、1961 年北美濃、1969 年岐阜県中部、および 1989 年 Loma Prieta 地震は既存の活断層と

の関連が推定され、この地域ではこの活断層を評価することにより、この程度の地震規模は評価可能で 
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あると判断した。1983 年 Coalinga、1994 年 Northridge、および 2000 年鳥取県西部地震については、地震

前に震源断層に対応する活断層が文献に記載されていなかったが、活褶曲構造等との関連により事前に

詳細な調査を行えば震源を特定可能と判断した。カリフォルニア州で発生した 5 つの中規模地震(Mw≦

6.2)については、地震発生後の文献により既存断層の活動等によって発生したことが報告されており、

事前に震源の位置と規模を評価できた可能性がある。しかしながら、先に示した断層パラメータのスケ

ーリングの観点から同程度の規模の地震が確実に特定できるとは限らないため、これらの地震の扱いに

ついては 4 章で述べる。1984 年長野県西部地震、1997 年山口県北部地震、および 1997 年 3 月および 5
月の鹿児島県北西部地震については、現段階の調査からは事前に震源を特定できなかった。以下に、各

地震の調査結果を示す。 
 
a) 1961 年北美濃地震 
Kawasaki(1975) 19)は余震分布、測地データ等から断層長さ 12km、断層幅 10km、上端深度 2km、変位

量 2.5m、北西側隆起・右横ずれの断層モデルを提案している。森本・松田(1961) 20)によると、地震が発

生した地域で最も顕著な活断層として鳩ヶ湯－小池断層があるとされ、その位置は Kawasaki(1975) 19)に

よる断層モデルとも調和している。このことから、この地域ではこの活断層を評価することにより、こ

の程度の地震規模は評価可能であると判断した。 
 

b) 1969 年岐阜県中部地震 
Mikumo(1973) 21)は余震分布から断層長さ 18km、断層幅 10km、上端深度 0km、変位量 0.64m、左ずれ

の断層モデルを提案している。余震分布は活断層研究会(1991) 14)が確実度 III で示したリニアメントと対

応しており、恒石(1976) 22)も同リニアメントにほぼ対応する畑佐断層が起震断層であるとしている。こ

の地震に対し、活断層研究会(1991) 14)は活断層であることを示す地形は明瞭でないとしているため、こ

こでは新たに空中写真判読を実施した。結果を図４に示す。リニアメントの判定基準は土木学会(1985)8)

を用いた。リニアメントに付した短線は、縦ずれの低下側を表している。畑佐断層にほぼ対応して LB、

LCリニアメントが系統的な尾根の左屈曲として認められた。以上のように、畑佐断層にほぼ対応してリ

ニアメントが判読され、同断層は断層モデルや余震分布とも対応することから、当該地震相当の規模の

地震を、畑佐断層の活動によるものとして想定することが可能と判断した。 
 
c) 1989 年 Loma Prieta 地震 
本震の震央はみかけ上、San Andreas 断層の西側に分布する Zayante 断層の上に載るが、余震分布等か

ら、震源は San Andreas 断層系に位置するものと考えられている（例えば、USGS、1989）23)。従って、

本地震は San Andreas 断層系の一部が活動したものであり、同断層は地形的に非常に明瞭であること、

また、1906 年 San Francisco 地震の断層のずれ量から Loma Prieta 地震の断層位置付近に事前に断層セグ

メントが予測されていた（USGS、1989；島崎、1991）23), 24)ことから、事前に評価が可能であったと考

えられる。 
 

d) 1983 年 Coalinga 地震 
本震は Coalinga 背斜軸の直下、深さ 10km で発生した。Coalinga 地震の震源域の地層は褶曲構造を示

しており、堆積層や段丘面の変形等から第四紀後期も成長を続けている活褶曲とされている（例えば、 
Dibblee、1969）25)。米国地質調査所発行の 1／24000 地形図によれば、Los Gatos creek は褶曲作用により

隆起する Coalinga 背斜を横切る河川と判断されるが、この河川沿いには２段の沖積段丘面が発達し、こ

の段丘面にも褶曲の影響が認められる。これらの段丘面はその開析程度と比高から数 1000 年前のものと

推定されることから、Coalinga の背斜構造は活褶曲と考えられる。以上より、Coalinga 背斜は活褶曲と

されており、地形図からも第四紀の地層が褶曲の影響を受けていると認められることから、地震発生層

における断層の存在が推定され、事前に震源を特定可能であったと考えられる。 
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図４ 1969 年岐阜県中部地震の震源周辺地域の空中写真判読結果 
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e) 1994 年 Northridge 地震 
地震発生前に公表されていた文献を収集し、この地震が事前に特定可能であったかを検討した。次に、

空中写真判読を実施した。著者らは実際に現地調査を行っている訳ではないが、地震発生後に各機関で

実施された調査結果を文献から収集し、詳細調査として見立てた検討を行った。 
震源域は、San Andreas 断層の屈曲部付近に発達する褶曲－逆断層帯に位置している。この褶曲－逆断

層帯は San Andreas 断層との関係から、活褶曲・活断層が分布する変動帯として古くから認識されてい

た（Anderson、1971）26)。Northridge 地震の震源断層の地表延長部は、山地と盆地の地形境界にあたり、

さらに前期～中期鮮新世堆積岩と後期鮮新世堆積岩との地層境界に相当している（Yeats et al.、1994）27)。

また、当地域には褶曲軸（Pico 背斜、Santa Clara 向斜）、南傾斜の逆断層が地質図に図示されている

（Jennings、1975）28)。Santa Clara 向斜付近の褶曲は新第三紀～第四紀に形成されたと考えられ、向斜軸

に沿う断層が推定されている（Winterer and Durham、1962）29)。さらに、1971 年の San Fernando 地震時

に地表地震断層（北傾斜、長さ約 15km、鉛直最大変位約 2m）が出現し（Sharp、1975）30)、その西方、

Santa Susana山地の南側山麓部には、活断層（Santa Susana断層）が分布していることから（Ziony and Yerkes、 
1985）31)、北麓にも共役の活断層（南傾斜）の存在が推定される。 
以上は Northridge 地震の震源域の地質を文献に基づき調査した結果であるが、加えて、土木学会(1985)8)

および井上・他(2002)9)の判読基準を用い、1/25000 の空中写真からリニアメントを判読した。結果を図

５に示す。リニアメントに付した短線は縦ずれの低下側を、破線は層理面を表す。Santa Clara 川付近か

ら San Fernando 盆地の区間に、主に LC、LDリニアメント、一部 LBリニアメントが断続して認められ、

比較的リニアメントが集中する区間は長さ 24km（最長で北西部のやや離れたリニアメント群を含める

と約 33km）である。リニアメントは WNW－ESE 走向で、このリニアメントに沿って北東落ちの変位が

認められるが、横ずれは認められない。このリニアメントは、Santa Susana 山地においては、A 層（後

期鮮新世堆積岩）と B 層（前期～中期鮮新世堆積岩）の境界に位置し、A 層は北東に急傾斜で同斜構造、

B 層は短い波長の背斜、向斜がみられる。両者の構造はリニアメントを境に不連続であり、断層が推定

される。この南東延長部の San Fernando 盆地において、中位段丘の北東縁に NW―SE の直線状の崖と、

これに沿う段丘面の北東への傾斜が認められ、LBリニアメントが判読できる。また、リニアメントの北

西部においても、Santa Clara 川沿いでリニアメントに近接する中位段丘面に傾きが認められる。これら

の中位段丘の傾動（撓み）の程度は、一回の地震時の地盤変形のみで説明することができず、複数回の

地震時の変形を被った結果と考えられる。以上のリニアメントは Northridge 地震の震源断層の上方延長

部に対応する可能性が考えられる。 
地表踏査、ボーリングデータ等により、Northridge 地震直後に作成された地質断面図によると、北傾

斜の Santa Susana 断層下盤側（南側）の地層面が、後期更新世以降に上昇しており、南傾斜の逆断層、

すなわち Northridge blind thrust を推定せざるを得ない（Yeats and Huftile、1995）32)。また、地震後に Potrero 
Canyon で実施された反射法地震探査では、南傾斜の逆断層が認められ、この断層は Oak Ridge 断層の東

方延長の blind fault と考えられる（例えば、Catchings et al., 1998）33)。付近のトレンチ調査からも、約 1300
年間に 3 回のイベントが認められた（例えば、Rymer et al., 1995）34)。 
以上をまとめると、Northridge 地震の震源域に位置する Santa Susana 山地の褶曲は活褶曲として認識さ

れていたこと、新たに実施した空中写真判読から同地震の震源断層の上方延長部に対応するリニアメン

トが確認されること等から、同地震は事前に震源を特定可能であったと考えられる。 
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f) 2000 年鳥取県西部地震 
本地震は、これまで活断層が図示されていない地域で発生している。この地震活動に伴い、地表地震

断層の一部が出現した可能性が指摘されているが（松浦・他、2000；伏島・他、2001）16), 17)、地下の震

源断層変位量 1.6m（菊地、2000）35)を有するほどの断層は地表で確認されていない。井上・他(2002) 9)

は震源域周辺で、土木学会(1985)8)および井上・他(2002)9)の判読基準を用いて地震発生前の空中写真の詳

細な判読を行い、図 6 に示すように、左横ずれを示唆する短く断続するリニアメント群を判読している。

更に、地表踏査により、これらのリニアメント沿いで多くの断層露頭が確認され、断層面には水平から

水平に近い条線を見出した。また、断層の一部は第四紀層を変位させていることから、これらのリニア

メントは最近の断層活動によって形成されたと結論づけている。空中写真判読やトレンチ調査などから、

この地震の震源断層は過去に繰り返し活動したことも指摘されている。また、相澤・他(2003) 36)は、余

震域周辺および北東部を対象に地質学的手法による地表踏査を行い、ほぼ全域において花崗岩やそれに

貫入する火山岩中に発達する剪断面や断層岩を確認している。さらに、断層岩類の条線の姿勢等から、

この地域では今回の地震以前の地質時代にも断層活動を繰り返していたと考察している。 
以上の断層群の分布状況に加え、阿部・他(2001) 37)、青柳・他（2001）38)による反射法地震探査結果

と微小地震観測結果などから、これらの断層は横ずれ断層に伴うフラワー構造を呈しており、若い未成

熟な断層であると推定している。このため、地表近くまで破壊が進行したものの、明瞭な地表地震断層

が出現しなかったと解釈した。同解釈については、上田・他（2002）39)による断層を横切る導水路トン

ネル内で断層変位が確認された事実からも示唆されている。 
また、Dalguer et al.(2003) 40)は、横ずれ断層の活動に伴って形成される引張割目の分布とその成長過程

を数値シミュレーションによって検討しており、 Dalguer et al.(2002) 41)は、この検討結果に基づき、鳥

取県西部地震によって地表に現れた割目の形成・分布を解析的に検討している。その結果、引張割目は

アスペリティ領域の端から発生しており、地表付近では複雑なフラワー構造を形成していることを示し

ている。 
以上は地震後の調査であるが、仮に地震前にこれらの詳細な調査を実施していれば、震源を特定可能

であったと結論づけている9)。 
 
g) カリフォルニア州で発生した５つの中規模地震 
 1978 年 Santa Barbara 地震、1979 年 Coyote Lake 地震、1984 年 Morgan Hill 地震、1987 年 Whittier Narrows
地震、および 1991 年 Sierra Madre 地震の 5 つの地震について文献調査を行った。これらの地震規模は

Mw≦6.2 である。 
1978 年 Santa Barbara 地震は Santa Barbara の海岸線付近で生じた地震であり、発震機構の解析や余震分

布などにより、北に傾斜する逆断層もしくは、南に急傾斜する逆断層の変位により生じたと考えられて

いる（Lee at al., 197842）; Corbett and Johnson, 198243); Yeats and Olson, 198444)）。前者の場合、Corbett and 
Johnson (1982)43)および Yeats et al. (1997)15)は、 Santa Barbara 沖の Pitas Point 断層等の海底活断層の変位

により、Santa Barbara 地震が生じたと考えることができると述べている。後者の場合、Yeats and Olson 
(1984)44)は、Santa Barbara 付近の南傾斜の活断層（Mission Ridge 断層、Mesa 断層など）の変位により、

当地震が生じた可能性を指摘している。いずれにしても上記の活断層群は、カリフォルニア州の活断層

図（Jennings, 197528））ならびに南カリフォルニアの活断層分布図(Yerkes, 198545); Ziony and Yerkes, 198531))
に図示されている。 

1979 年 Coyote Lake 地震および 1984 年 Morgan Hill 地震はサンアンドレアス断層系 Calaveras 断層上で

生じた地震である。Calaveras 断層はサンフランシスコ湾岸地域を代表する活断層であり、全長 134km に

達する。1900 年代の初頭より中規模地震が発生しており（Oppenheimer et al., 199046））、活断層地形が明

瞭なこと、クリープ変位を伴うこと、微小地震を伴うこと、トレンチ調査により 250～850 年間隔のイベ

ントが認められている(Kelson et al., 199647))。 
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図 6 2000 年鳥取県西部地震の震源周辺地域の空中写真判読結果（井上・他，2002） 

LC リニアメント  
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1987 年 Whittier Narrows 地震はロサンゼルスの東、約 20km の伏在断層（北傾斜の逆断層）の変位に

より生じた。この断層は事前に知られていなかったが、活褶曲としては地震の 60 年前に既に認識されて

いた（Vickery, 192748））。また近年の反射法探査等において、当断層面（Elysian Park thrust）が認められ

ている（Shaw, 200249））。さらに当震源域は事前に活断層として認識されていた全長 40km 以上の Whittier
断層（Ziony and Yerkes, 198531））の西方延長域に位置している。 

1991 年 Sierra Madre 地震は、Sierra Madre 断層帯から派生する Clamshell-Sawpit Canyon 断層上で生じた

(Hauksson, 199450))。Clamshell-Sawpit Canyon 断層は事前に約 16km の長さの活断層として認識されている

（Ziony and Yerkes, 198531））。 
以上の文献調査結果より、これら 5 地震の震源位置および地震規模は事前に評価できた可能性がある。 

 
h) 1984 年長野県西部地震、1997 年山口県北部地震、および 1997 年鹿児島県北西部地震 

1984 年長野県西部地震について、山科・他(1985) 51)は震源域を地表踏査した結果、地表地震断層は本

震および主な余震についても発見されず、1m ないしそれ以上のずれを持つ本震の震源断層は、ほとん

ど確実に地表までは達しなかったとしている。同様に、活断層研究会(1991)14)も震央付近に活断層を表

示していない。一方、小林・他(1985) 52)は震源域に存在する水力発電用導水路トンネルについて、トン

ネル内の変位や被害の集中度などを観察した結果、図 7 に示す 3 地点(A,B,C)で全周にわたるクラックが

認められたとしている。また、これらの 3 地点を結ぶとその方向がメカニズム解による断層の方向と一

致し、さらに、クラックの方向も震源断層の走向を示すものが多いことから、これらの 3 地点が今回の

地震時に変位した断層に対応している可能性が高いとしている。 
以上のように、活断層の存否は文献調査のみからでは明らかでないため、震源域周辺で空中写真判読

を実施し、リニアメントを抽出した結果を図７に示す。リニアメントの判読基準は土木学会(1985)8)およ

び井上・他(2002)9)を用いた。これによると、本震および余震域並びにその周辺において、主に ENE－
WSW 方向、一部 NE－SW ないし NW－SE 方向のＬD、ＬCリニアメントが認められる。これらのうち、

三岳村野口付近から王滝村滝越付近に至る約 16km 間に連続する ENE－WSW 方向のＬD、ＬCリニアメ

ントは、本震および余震域の位置と方向がほぼ一致しており、リニアメント沿いでは、小尾根・小谷に

微弱ながら右屈曲が認められ、この屈曲方向は本震の横ずれセンスと一致している。また、最大余震（左

横ずれ）の約 2km 東方には、NW－SE 方向のＬDリニアメントが認められ、このリニアメント沿いでは

一部で小尾根・小谷に左屈曲が認められる。しかしながら、現地で地表踏査を行った結果では、リニア

メントの位置に断層の有無等を論じられる十分な露頭が見られなかった。従って、現段階では活断層の

存否については評価が困難であり、震源を事前に特定できない地震と判断した。 
1997 年山口県北部地震及び 1997 年 3 月と 5 月の鹿児島県西部地震については、活断層研究会(1991)14)

によると震央付近に活断層は表示されていない。これら 3 地震の地震規模は 1984 年長野県西部地震と比

較して小さいこともあり、著者らは地表踏査などの詳細な調査を実施していない。山口県北部地震につ

いては、空中写真判読を行ない、本震および余震域付近に LC, LDリニアメントを判読したものの、現地

での地表踏査を行っていないため、活断層の存否についての評価は現段階で困難である。鹿児島県西部

の 2 つの地震についても、現段階では活断層の存在を示唆するデータは確認されていない。以上のこと

から、これらの 3 地震については、1984 年長野県西部地震と同様、震源を事前に特定できない地震と判

断した。 
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４．震源を事前に特定できない地震の地震動レベル 
 

4-1 地震動レベルの検討に用いる地震 
前章で示した地質学的調査により、計 4 地震が震源を事前に特定できない地震として選定された。こ

のうち、2 章で示した条件の硬質岩盤上で、かつ、断層最短距離 Xsh が 20km 以内の観測点は、表 2 に

示した 1997 年 3 月および 5 月の鹿児島県北西部地震の鶴田ダム(TRD)のみであり、長野県西部地震と山

口県北部地震は震源近傍の記録が得られていない。従って、厳密な意味で震源を事前に特定できない地

震の地震動レベルの検討対象になるのは、TRD の計 2 記録(4 水平成分)と少ないのが現状である。 
3-2 章で述べたように、断層パラメータのスケーリングが変化する地震規模を境として、これより大

きい内陸地殻内の地震は、地表に何らかの痕跡を残すものと考えられる。一方、スケーリングが変化す

る地震規模より小さい地震は、急激に地表地震断層を生じる確率が下がること(武村、1998)13)、一回の

地震によるすべり量が小さく、そのため風化作用等、別の要因によって地形等へ痕跡を残す可能性も低

くなる。3-2 章で調査した 1966 年 Park field 地震と 1998 年岩手県北部地震、および 3-3 章で調査したカ

リフォルニア州の中規模 5 地震(1978 年 Santa Barbara、1979 年 Coyote Lake、1984 年 Morgan Hill、1987
年 Whittier Narrows、1991 年 Sierra Madre)は、地震規模が Mj6.5(Mw6.2)以下と小さいながらも事前に震

源の位置と規模を評価できた可能性がある。しかしながら、仮にこれらの 7 地震について、地質学的調

査を用いて震源が事前に特定できた可能性があるとしても、スケーリングの観点から同程度の規模の断

層が確実に事前に震源を特定できるとは断定できない。以上の点を鑑みて、上記 7 地震も震源を事前に

特定できない地震の上限レベルの検討に採用し、記録の少なさを補う方針とした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2  震源を事前に特定できない地震の上限レベルの検討に用いた震源近傍の強震記録の諸元

Earthquake Name Mj *1

(Mw)
Mech.*

2
Soil
Data

Xsh *3

[km]
Geology PGA (FP,FN,UD)4)

[cm/s/s]

1966 Parkfield (6.2) S No 13 Thin Sand and Silt /
Siltstone 244, 377, 154

No 13 Shallow Alluv. over
Rock(Shale)

29, 30, 14

Yes 11 Dense Sand 186, 230, 77

Yes 13 Sandstone 119, 100, 63

Yes 5 Sandstone 301, 446, 149

Yes 12 Sandstone 94, 65, 91

Yes 6 Sandstone 321, 239, 413

Yes 3 Gravelly Sandy Loam
(Vs 400-500 m/s) 269, 446, 181

Yes 17 Sand / Gravelly Sand 110, 177,139

No 15 Pliocene sedimentary
Rock

326, 194, 109

No 10 Weathered Granitic
Rock

322, 298, 314

No 10 Quartz Diorite 240, 265, 240

1998岩手県北部 6.2 D Yes 13 Thin fill soil / Rock 73, 61, 32

1997 鹿児島県北西部

(3/26) 6.6 S No 9 Sandstone 149, 139, 71

1997 鹿児島県北西部

(5/13) 6.4 S No 14 Sandstone 58, 119, 62

*1) 括弧( )内はモーメントマグニチュードの値、*2) メカニズムの表記： SはStrike-slip、DはDip-slip
*3) 断層面への最短距離

*4)  FP：断層走向平行方向，FN：断層走向直交方向，UD：上下方向

CA

JASP

CDRA

TRD

CSS

TRD

AKT022

G6

G1

G6

ADD

Station
Code

UCSB

SBC

G1

TBL

1978 Santa Barbara (5.8) D

1979 Coyote Lake (5.8) S

1991 Sierra Madre (5.6) D

1984 Morgan Hill (6.2) S

1987 Whittier Narrows (6.0) D
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上記 7 地震のうち、2 章で示した条件の硬質岩盤上で、かつ、断層最短距離 Xsh が 20km 以内の観測

点が存在するのは 11 地点の計 13 記録(26 水平成分)であり、表 2 に最大加速度(PGA)等の諸元を示す。

以上の 9 地震 12 地点の計 15 記録(30 水平成分)に基づいて震源を事前に特定できない地震の上限レベル

を検討する。 
 
4-2 強震観測点の地盤構造 
前節で選択した 12 地点に対して地盤データを収集し、地盤の S 波速度について整理した。速度構造

の地盤データが収集できたのは、12 地点中、6 地点53), 54)であり、各サイトの速度構造を表 3 に示す。こ

こでは、岩盤の S 波速度 Vs が約 500m/s 以上で上層との Vs の差が比較的大きい層の上端を解放基盤表

面に相当する岩盤位置（以後、岩盤表面と記す）とし、表 3 の中に斜線で示している。岩盤以浅の層厚

は 0～8m と極薄い状態である。なお、解放基盤表面とは構造物を耐震設計する際に、入力地震動を設定

する位置を表し、ほぼ水平であって相当な拡がりを有する硬質地盤を意味する55), 56)。 
同表の下に示した Tg は岩盤以浅の表層地盤の 1 次周期を示している。Tg の値は 0.03～0.11 秒である

ことから、表層地盤の卓越周期の影響があったとしても、極短周期側に限られると予想される。同じく、

表の下に示した Vs は岩盤の S 波速度を示し、Vs=500～781m/s となっている。 
 
 表 3 強震観測点の Vs 構造［Fumal et al.(1987), Kinoshita (1998)に基づき作成］ 

深さ 層厚 Vs 層厚 Vs 層厚 Vs 層厚 Vs 層厚 Vs 層厚 Vs
(m) (深さ) (深さ) (深さ) (深さ) (深さ) (深さ)

0 (m) (m/s) (m) (m/s) (m) (m/s) (m) (m/s) (m) (m/s) (m) (m/s)
2.0 170

2.5 312 2.5 363 (-2.0)
5.0 260 (-2.5) (-2.5)

7.0 781 8.0 290
5 (-5.0)

(-7.0) 11.0 500
(-8.0)

12.5 625
10

12.0 2230 (-13.0)
23.1 543

15 21.0 630 (-15.0)
16.0 500

(-19.0)
20 10.0 691

(-24.0)
25 (-25.0)

(-26.0) (-25.6)

30
10.6 386

35
(-36.2)

岩盤表面

Vs (m/s) 630 781 625 543 500 500

Tg (s) 0.08 － 0.03 0.03 0.11 0.05

AKT022CASBC G1 G6 ADD



- 64 - 

4-3 水平動の地震動レベル 
前節で選定した 9地震 12地点の計 15記録の水平動成分に対し、減衰 5%の擬似速度応答スペクトル
の重ね書きを図8に示す。この強震観測記録の範囲は、マグニチュードMw=5.6～6.2、断層最短距離Xsh=3
～17kmである。図 8のデータはカリフォルニアの地震が多く含まれている。これらの地震は機械式強
震計により記録されているが，強震計として SMA1が用いられている。SMA1は SMACと異なり，約
10Hzまでフラットな計器特性を示すため、少なくとも 10Hzまでは分解能があると考えている。 
図 8の実線は地質学的調査から震源を事前に特定できないと判断した 1997年 3月および 5月の鹿児島
県北西部地震のスペクトル(鶴田ダム：TRD)である。長野県西部地震と山口県北部地震も震源を事前に
特定できない地震であるが、震源近傍の記録が得られていない。この点については 5-2章で検討を加え
る。図 8の破線はスケーリングの観点から確実に事前に震源を特定できるとは断定できないと判断した
Mj6.5(Mw6.2)以下の 7地震(4-1章参照)のスペクトルを示す。 
震源を事前に特定できない地震による震源近傍の地震動レベルは、図 8に示した観測スペクトルの上
限値を考えることとした。地震動レベルを設定するにあたり、観測記録の平均的特性を評価することも

考えられる。しかしながら、「震源近傍」の定義によりデータセットが変わる点と、どの震源距離をもっ

て「平均的特性」とするかを決めることは難しい。個々の強震観測記録のスペクトルには大きな山谷が

ある。限られた観測値とはいえ、異なる地震の異なるサイトの記録全てを包絡することにより、現在利

用できる強震記録の上限値として、震源を事前に特定できない地震による地震動レベルを設定した。こ

のことにより、「平均的特性」に比べて、大きめなレベル設定となっている。 
図 8の太線は、最大加速度値：450 cm/s/s、加速度応答値：1200 cm/s/s、速度応答値：100 cm/sのレベ 
ルであり、このレベルによりスペクトルがほぼ包絡され、震源近傍の観測スペクトルの上限に相当する

と考えられる。なお、武村・他(1999) 7)は、個々の地震について実際に断層が出現したか否かに係わらず、

Mj6.8未満の強震記録を収集して同様のスペクトルレベルを設定している。 

図 8 震源を事前に特定できない地震による震源近傍の観測記録の 
 水平動応答スペクトルとその上限レベル 
（実線は 1997 年鹿児島県北西部地震の鶴田ダムのスペクトル、破
線はスケーリングの観点から確実に事前に震源を特定できるとは

断定できないと判断したMj6.5(Mw6.2)以下の 7地震のスペクトル）
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図 8 に示した観測スペクトルは、震源近傍に位置する 12 地点の硬質岩盤上で得られた記録である。先に

示したように、6 地点の地盤データは明らかになっており、岩盤表面の Vs は 500～781m/s となる。残り

6 地点は地質分類により Pre-Quaternary に属することが判明しているが、岩盤表面の Vs は不明である。

岩盤表面の Vs が既知の 6 地点の観測スペクトルと、岩盤表面の Vs が不明な 6 地点の観測スペクトルを

比較したところ、全周期帯においてスペクトル振幅の大きさに有意な違いが見られないのを確認済みで

ある。したがって、地盤データのない観測点の地盤特性は、Vs が既知の地点の地盤特性と大きく変わら

ないと推定される。以上の結果より、レベルの設定に用いた強震記録は S 波速度が 500～781m/s 相当の

地盤での記録と見なした。なお、図 8 に太線で示した水平動の上限レベルは、周期約 1 秒以下の帯域で

は観測スペクトルの包絡に近いが、1 秒以上の長周期帯域では観測スペクトルを大きく上回って設定し

てある。この点については、1984 年長野県西部地震に対する検討結果を踏まえて 5-2 章にて考察する。 
 
4-4 地震基盤における地震動レベル 
前節で検討した地震動レベルは、「表層地盤の影響を受けていない良好な地盤」における観測点の強震

観測記録から得られたものであり、S 波速度が 500～781m/s 相当の岩盤におけるレベルといえる。地震

動を評価するにあたっては、地震基盤における地震動を考えることにより、評価地点の地盤の硬さに応

じた地震動レベルを個別に考慮することが可能である。ここでは、Nishimura et al.(2001) 57)の手法によっ

て、前節で検討した水平動の地震動レベルを地震基盤相当のレベルに変換した。 
Nishimura et al.(2001)57)の手法では、地震基盤における水平動の応答スペクトルに対し、地震動を定義

する地盤における S 波速度に応じた地盤増幅率を提案している。その際、地震基盤として地殻最上層の

Vs=3.0km/s程度を想定している。前節で検討した水平動の地震動レベルをVs=0.7km/sと考え、Vs=0.7km/s 
相当の地盤増幅率を除した値を水平動の地震基盤相当のレベルと設定した。この方法で評価した水平動

の地震基盤相当の地震動レベルを図 9 に示す。図中には、地震基盤の地震動レベルに対し、Nishimura et 
al.(2001)57)の地盤増幅係数を乗じて評価した Vs=1.5km/s、Vs=1.0km/s、Vs=0.7km/s の地震動レベルを参

考までに示してある。当然の事ながら、Vs=0.7km/s の地震動レベルは図 8 に示した太線のレベルと同じ

となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 震源を事前に特定できない地震による水平動の地震動レベル 
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５．考察 
 

5-1 強震観測開始以前の地震に関する調査 
 

a) 検討方針 
4 章で示した地震動レベルは、強震観測開始以後に発生した地震に基づき設定している。当然のこと

ながら、強震観測開始以前にも日本国内で多くの内陸地殻内地震が発生しており、これらの地震につい

ても、事前に震源を特定可能であったかを調査する必要がある。震源を特定できる、できないを評価す

るに際し、これらの地震は強震観測以前のこともあり、震源断層の特定には十分なデータが存在しない

ものも多い。震源断層の特定という観点では、十分なデータが得られない場合であっても、耐震設計を

行うという観点では、当該規模の地震を事前に評価可能か否かということが重要であるとの認識のもと、

当該地震付近で当該地震規模に見合う活断層あるいは活構造が認められるか否かに着目し評価をおこな

った。 
本節では、地震カタログが充実している 1885 年以降に内陸で発生した地震を対象とし、文献調査およ

び必要に応じて空中写真判読、現地地表踏査を行い、活断層または活構造との関係を検討した。対象は

深さ 20km より浅い地震とし、Mj6.5 より大きい地震を調査した。地震規模は 1885 年から 1925 年につい

ては宇津(1982、1985) 58), 59)に、1926 年以降については気象庁カタログ(1982) 60)に基づき抽出した。対象

となる地震として 20 地震がリストアップされたが、以下に示す 6 地震は余震、または震源が深い等の理

由により検討対象から除外した。 
1923 年山梨県南東部の地震(Mj6.8)、1924 年丹沢山塊の地震(Mj7.3)は、震央位置から判断するとプレ

ート境界で発生した 1923 年関東地震の余震と考えられる。1939 年男鹿の地震(Mj6.7)は、同年に発生し

た男鹿地震(Mj6.8)の余震に対応しており、本震は後で示すように申川断層と関連づけられている。これ

らの地震の本震は事前に震源が特定可能であったため、余震は本震の規模を上回らないという前提のも

と、本震が震源を特定できる地震と判断できる以上、その余震については震源が特定できるか否かは課

題とならないと判断し、検討対象から除外した。 
1932 年新冠川地震(Mj7.0)は深さ約 20km の地震とされていたが(気象庁、1982)60)、2001 年度版の地震

年報(気象庁、2003) 61)では震源深さが 66km に改定されている。本地震の発生位置では深さ 20～60km の

地震が多発しており、プレートの沈み込みに関連したやや深い地震と考えられている(Moriya、1986) 62)。

1948 年日高川地震(Mj6.7)の深さは 10km とされているが(気象庁、1982) 60)、震源メカニズム解は北東－

南西方向の正断層を示しており、同地域の深さ 25km 以深で発生する地震の特徴を示していることから、

地殻下部で発生したと推定されている(中村、1996) 63)。なお、いずれの地震も水準変動が現れていない。

以上より、これらの 2 地震は内陸上部地殻内で発生したとは考えにくいため、検討対象から除外した。 
1914 年桜島の地震(Mj7.1)は測地データが得られている。桜島をとりまくように同心円状に 50cm 以上

の陥没が認められるが、線状を呈しておらず、水平変動を見ても大きな変動は認められない。余震分布

も得られておらず、微小地震の活動も顕著でない(地震調査委員会、1997) 64)。同日に桜島の大噴火が記

録されており(宇佐美、2003)65)、本地震は火山活動に伴って生じた可能性が高く、活断層の活動による

ものではないと判断され、検討対象から除外した。なお、火山性の地震であっても、震源が事前に特定

できなければ地震動との観点で考慮が必要との見方もあり得るが、火山の場合は、そのメカニズムから

活動の区域は事前に想定可能なものであり、原子力発電施設等の重要構造物を設置する上で、火山近傍

は避けるという判断が可能であるため、ここでの検討対象とはならないものである。 
以上の検討を踏まえ、1885 年以降に内陸で発生した Mj6.5 より大きい 14 地震を以後の調査対象とし、

これらの地震を図 10 に示す。 
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b) 明瞭な地表地震断層が出現した地震 
3 章の検討と同様に、地表地震断層が出現した地震とそうでない地震に分類した。その結果、図 10 の

左側に示した 8 地震は地表地震断層が明瞭に現れており、図中に[ ]内で示した当該震源付近で既存の

活断層と関連付けられている(活断層研究会、1991)14)。参考までに、既存文献に示されている活断層の

長さと、地震規模の関係を整理した結果を付表 1-1 に示す。3-2 章と同様に、松田の経験式4)を目安に活

断層長さLとマグニチュードMjを見ると、1939年男鹿地震(L=5.5km、Mj=6.8)、1943年鳥取地震(L=8.0km、

Mj=7.2)、1945 年三河地震(L=7.0km 以上、Mj=6.8)以外は、いずれも地震規模に見合う以上の活断層長さ

が事前に認められる。このうち、男鹿地震は付表 1-1 の右欄に地質状況を示したように、約 20km の地

震性地殻変動域の存在が男鹿半島に指摘されている。鳥取地震は活断層の端部が沖積平野に、三河地震

は活断層の端部が海域に没しており、地表の情報のみでは活断層長さの評価が難しい地震である。この

種の地震については、3-2 章と同様に、ボーリング調査、音波探査、弾性波探査を実施すれば、規模に

見合う長さが事前に特定可能と判断した。以上より、明瞭な地表地震断層が出現した地震は、地震規模

の割に活断層長さが短い場合であっても、発生位置および規模を事前に特定できると判断した。

1894 庄内 [21] (Mj 7.0)
[観音寺断層 ]

1909 江濃 [22] (Mj 6.8)
[鍛冶屋・醍醐断層 ]

1931 西埼玉 [23] (Mj 6.9)
[櫛挽断層 ]

Yes （出現） No （非出現）

No活断層との関連

強震観測開始以前に日本国内の内陸地殻内で発生したMj 6.5を超える地震

地表地震断層

活断層との関連
Yes (明瞭)

活構造との関連

1900 宮城県北部 [24] (Mj 7.0)

1914 秋田仙北  [25] (Mj 7.1)

Yes

Yes

[断層名]

[断層名]

Yes (不明瞭)

震源を事前に特定可能と判断

[断層名]

※１ ※１

※１： 地震規模に見合う規模の既存活断層が示されているか否か

1891  濃尾  [12] (Mj 8.0)
[根尾谷断層系 ]

1896  陸羽  [13] (Mj 7.2)
[千屋・川舟断層]

1927 北丹後  [14] (Mj 7.3)
[郷村・山田断層]

1930 北伊豆  [15] (Mj 7.3)
[丹那断層系 ]

1939 男鹿  [16] (Mj 6.8)
[申川断層 ]

1943 鳥取  [17] (Mj 7.2)
[吉岡・鹿野断層 ]

1945 三河  [18] (Mj 6.8)
[深溝・横須賀断層 ]

1948 福井  [19] (Mj 7.1)
[福井地震断層系 ]

1925  北但馬 [20] (Mj 7.0)
[田結断層 ]

※2

※２： リニアメント判読、海域の文献から判断

図 10 強震観測開始以前に国内で発生した Mj6.5 を超える地震の分類 
[ ]の数字は図１(a)の震央位置に対応 
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c) 明瞭な地表地震断層が出現しなかった地震 
地表地震断層が明瞭でない地震、および地表地震断層が出現しなかった図 10 の計 6 地震について文献

調査を行った。(a)方針で示したように、これら 6 地震については、当該地震付近で当該地震規模に見合

う活断層あるいは活構造が認められるか否かに着目し評価をおこなった。その結果、1894 年庄内地震

(Mj7.0)、1909 年江濃地震(Mj6.8)、1925 年北但馬地震(Mj7.0)、1931 年西埼玉地震(Mj6.9)の 4 地震につい

ては付表 2 に示した根拠により活断層との関連が推定可能で、事前に震源を特定可能であったと判断し

た。各々の地震に対応する活断層を図中の[ ]内に示す。残りの 2 地震、1900 年宮城県北部地震および

1914 年秋田仙北地震は、文献調査からは活断層との関係が不明であったため、空中写真判読および現地

踏査による検討を行った。 
1900 年宮城県北部地震の震源周辺地域における空中写真判読結果を図 11 に示す。松野(1967) 66)は、

一関市北方から石越町にかけて、ほぼ南北方向に連続する一関－石越撓曲線を示しており、この撓曲運

動によって下黒沢層(中新統)から築館層(鮮新統)までが変位し、さらに胆沢扇状地面に傾斜の急変部とな

って現れているとし、この撓曲運動はきわめて新しい時代に完成したものと指摘している。空中写真判

読からも一関－石越撓曲線にほぼ対応して図 11 に示す LC、LDリニアメントが判読される。リニアメン

トの判定基準は土木学会(1985)8)に従った。これらのリニアメントは一関市西方で比較的明瞭であり、西

側の丘陵と東側の沖積低地との境界付近にみられる丘陵末端の急崖、扇状地面上の崖等として認められ

る。文献に示されている一関－石越撓曲線の存否、および判読したリニアメントと一関－石越撓曲線と

の関係を明らかにするために、地表地質踏査を実施した。地表踏査結果によると、一関市西方から花泉

町花泉、油島を経て、石越町愛宕に至る約 20km 間において、断続的ではあるが、瀬峰層～竜ノ口層(鮮
新統)に西上がりの撓曲構造が認められ、図 12(a)に示すように最大 50°～80°の東傾斜となっている。

この撓曲構造は上述の文献による一関－石越撓曲線および空中写真判読によるリニアメントの位置と概

ね対応しており、花泉町花泉、同町西風の撓曲部において、高位段丘堆積物が東方に 17°程度の傾斜を

示している。また、石越町芦倉のリニアメント延長部においては、下位より砂層およびシルト層からな

る段丘堆積物が分布し、砂層およびシルト層は図 12(b)のように最大 10°程度の傾斜を示しており、こ

の堆積物はその上部を覆うローム層最下部に鳴子一迫テフラ（約 11 万年前～約 14 万年前）が挟在する

ことから、南関東の下末吉層に対比される。本地震の震源付近では、最近でも微小地震が頻発しており、

震源付近から一関市付近にかけ、ほぼ南北方向に微小地震の活動が認められる(地震調査委員会、1997)64)。

以上の調査結果より、この地域ではこの断層を評価することにより、この程度の地震規模は評価可能で

あると判断した。 
次に、1914 年秋田仙北地震の震源周辺地域における空中写真判読結果を図 13 に示す。本震の北方の

協和町船岡から西仙北町宿に至る約 14.5km 間、本震の南西方向の南外村南楢岡から東由利町法内に至

る約 18km 間、および本震の南方の大森町夏見沢から羽後町郷ノ目に至る約 23km 間に LC、LDリニアメ

ントが判読された。リニアメントの判定基準は土木学会(1985)8)に従った。短線は縦ずれの低下側を示す。

さらに地表踏査を実施した結果、夏見沢から塚須沢に至る間において、リニアメントに対応して新第三

系に西上がりの撓曲構造が認められた。また、塚須沢から郷ノ目に至る間においても、リニアメントに

対応して同様の撓曲構造が認められ、図 14(a)および(b)に示すように一部で西上がりの断層が推定ある

いは確認された。この断層は、大沢・他(1979) 67)による滝ノ沢太平山断層群に対応している。 
この断層に対応してリニアメントが判読されることなどから、この断層の第四紀後期における活動の

可能性は否定できない。小田切・島崎(2001) 68)は、確実性のランクは低いが本地震が断層または活褶曲

による地震の可能性を指摘している。これらの調査結果より、この地域ではこの断層を評価することに

より、この程度の地震規模は評価可能であると判断した。 
以上の調査結果より、図 10 に示す強震観測開始以前に発生し、Mj が 6.5 を超える内陸地殻内の 14

地震についても、事前に震源を特定可能であったと考えた。
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図 12(a)  1900 年宮城県北部地震の震源周辺地域の地表踏査結果：  
  断層露頭スケッチ（Y13 地点, 花泉町花泉） 

図 12(b)  1900 年宮城県北部地震の震源周辺地域の地表踏査結果：  
       中位段丘堆積物にみられる変形（m7 地点, 石越町芦倉） 

段丘堆積物上部のシルト層は最大約 10°東傾斜を示す。 

シルト層の直上には鳴子－一迫テフラ（Nr-Ic）と推定される火山灰層が認められる。 
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図 13  1914 年秋田仙北地震の震源周辺地域における 
空中写真判読結果 

図 14  1914 年秋田仙北地震の震源周辺地域の地表踏査結果 
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5-2 1984 年長野県西部地震に関する検討 
 

1984 年長野県西部地震(Mj6.8)は、震源を事前に特定できないと判断した地震の中で、最も規模の大き

な地震である。この地震に関しては、本震の震源域で得られた強震動記録は存在しないが、震源から 24km
ほど離れた高根第一ダム(TKN)、および 38km ほど離れた奈川渡ダム(NGD)において加速度記録が得られ

ている(JCLD、2002) 69)。そこで、両地点の観測記録から震源近傍の地震動レベルの目安を推定し、図 9
で設定した震源を事前に特定できない地震の地震動レベルと比較した。2 地点と震央の位置関係を図 15
に、観測点と記録の諸元を表 4 に示す。地震計はダム提体から離れた岩盤の横抗内に設置されており、

1/200,000 の地質図によるとダム周辺の地層は古生層に分類される。観測点位置における詳細な速度構造

は不明であるが、ダム管理者（TKN は中部電力、NGD は東京電力）により観測点近傍で地盤調査が実

施されている。両地点の地盤状況は、せん断波速度 Vs が 3.0km/s 相当の地震基盤とは見なせないが、TKN
は PS 検層結果により Vs=1.5km/s 程度、NGD は P 波の弾性波試験結果から Vs を推定すると Vs=1.0～
2.0km/s の範囲にあると見られる。 
 
 

 

図 15 1984 年長野県西部地震の断層面と観測点位置 
(断層面位置と破壊開始点は Yoshida and Koketsu, 1990 による) 

表 4 1984 年長野県西部地震における観測点および観測記録の諸元 

略号 北緯(°) 東経(°) Xsh (km)1) 最大加速度 (cm/s/s)
FP, FN, UD2)

奈川渡ダム NGD 36.1294 137.7211 33.6 18.2, 27.1, 13.4

高根第一ダム TKN 36.0289 137.4978 22.7 71.4, 40.0, 43.2

注1) Xsh：断層最短距離

注2) FP：断層走向平行方向，FN：断層走向直交方向，UD：上下方向

走向 N250°E 

傾斜角 74° 

長野県 

岐阜県 

断層面の投影線 
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震源近傍の地震動は NGD および TKN の観測スペクトルを距離補正することにより推定した。距離補

正は、データベースに震源近傍の記録が含まれている Abrahamson and Silva (1997) 70)による加速度応答ス

ペクトルの評価式を用いた。Abrahamson and Silva (1997)70)は 1940 年の Imperial Valley 地震以後に世界中

で発生した、Mw=4.4～7.4 の 58 の地殻内地震に対する 655 記録の水平 2 成分の幾何平均スペクトルを基

に、距離減衰式を作成している。観測点から震源への距離は、断層最短距離 Xsh (原論文では rrupと表記)
が用いられており、Xsh の適用範囲は 0.1～200km である。横ずれ断層に対する岩盤サイトの距離減衰式
70)を下式に示す。 

RcMaaMacMaaXMSa w
n

wwshw ln)]([)5.8()(),(ln 113312121 −++−+−+=  

 2
4

2 cXR sh +=        (2) 

 
ここで、Sa は加速度応答スペクトル(単位：g)を表し、a1～a13、c1、c4、n などの係数は周期毎(0.01～
5.0 秒)に定められている。 

NGD および TKN の Xsh を計算するには長野県西部地震の断層面を仮定する必要がある。ここでは、

Yoshida and Koketsu (1990) 71)が波形インバージョンを行った際の断層面を用いることとした。断層面の

諸元は、断層長さ 15km、断層幅 10km、断層上端深さ 0.3km、走向 N250°E、傾斜角 74°であり、断層

面の地表投影面を図 15 に示してある。この断層面に対する NGD の Xsh は 33.6km、TKN の Xsh は 22.7km
となる。Yoshida and Koketsu (1990)71)による M0から Mw を評価すると Mw =6.2 と求められるが、ハーバ

ード大学による CMT 解の M0を用いても同じ値(Mw =6.2)が得られた。両地点で観測された加速度応答

スペクトルを、Abrahamson and Silva (1997) 70)による距離減衰式を用いて推定したスペクトル振幅と比較

して図 16 に示す。原論文に従い、応答スペクトルは水平 2 成分の幾何平均を用いている。距離減衰式に

よるスペクトル振幅は観測スペクトルよりやや大きいが、観測スペクトルの形状はほぼ表現されている。 
 
 

図 16 1984 年長野県西部地震の近地ダムサイトにおける観測スペクトルと 
Abrahamson and Silva (1997)による距離減衰式からの推定値との比較 
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両地点で観測された加速度応答スペクトルを、Abrahamson and Silva (1997)70)の距離減衰式を用いて震

源直上相当の Xsh=0.3km に補正した。すなわち、(2)式を基にして以下の(3)式から距離補正係数を計算

し、TKN と NGD における観測記録の応答スペクトルに距離補正係数を乗じることによって断層直上相

当のスペクトルレベルを推定した。 
 

  距離補正係数 = 
),2.6(
)3.0,2.6(

shXSa
Sa

    (3) 

 
その際、TKN と NGD の Xsh は、各々22.7km、33.6km を用いており、(3)式を用いて評価した距離補正

係数を、両地点について図 17 に示す。上記の距離補正係数を用い、TKN と NGD の観測スペクトルから

断層直上相当のスペクトルレベルを推定した結果を図 18 の太実線および太破線で示す。図中の赤実線は、

図 9 に示した震源を事前に特定できない地震の地震基盤における地震動レベル、それ以外の線は Vs=1.5, 
1.0, 0.7km/s のレベルを各々示す。 
 震源近傍では、破壊の進行方向に位置する地点において地震動振幅が大きくなる現象が指摘されてお

り、破壊伝播効果と呼ばれている。この現象は、断層直行方向(FN)で顕著となる(Somerville et al., 1997; 大
野・他, 1998) 72), 73)。Somerville et al. (1997)72) は震源近傍の観測スペクトルと、本論文でも用いた

Abrahamson and Silva (1997)70) の距離減衰式から評価したスペクトルとの残差から、破壊の進行方向でス

ペクトル振幅が増加する影響を以下の式でモデル化している。 
 

θcos211 XCCy +=      (4) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 18 1984 年長野県西部地震の震源域における 
水平動の地震動推定レベルと震源を事前に

特定できない地震の地震動レベル 
(太実線と太破線は断層直上相当のレベル、 
細実線と細破線は更に破壊伝播効果を考慮 
した FN 成分のレベル) 

図 17 Abrahamson and Silva (1997)の距離 
 減衰式を用いた近地のダムサイト 
 に対する断層直上相当 (Xsh=0.3km)の 
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さらに、破壊の進行方向で FN 成分が卓越する効果を以下の式でモデル化している。 
 

)]6()1ln([2cos 5432 −+++= wsh MCXCCy θ   (5) 

 
ここでθと X は観測点位置と断層の地表投影線から幾何学的に定まるパラメータ(原論文72)の Figure 5 参

照)を、C1～C5は周期毎に定められた係数を表す。なお、破壊伝播効果が顕著になるのは周期 0.6 秒から

長周期側であり、周期 0.6 秒以下は y1=y2=0 となっている。(4)式と(5)式を用い、Somerville et al. (1997) 72) 

は震源近傍の破壊伝播効果を考慮した応答スペクトルを、以下の式で提案している。 
 

  断層直行成分(FN)： 21)()( yy
aFNa eeTSTS ××=   (6) 

 
Sa(T)は Abrahamson and Silva (1997)70)などの、距離減衰式から評価した加速度応答スペクトルを表す。 
 図 18 の太実線および太破線で示したスペクトルレベルは、震源直上相当の平均的な振幅に対応してい

る。そこで、Somerville et al. (1997) 72)による補正係数(ey1×ey2)を用い、破壊伝播効果の影響について考察

した。図 15 に示すように、長野県西部地震の震央は断層面の中央に位置している。この場合、Somerville 
et al. (1997) 72)によれば、FN 成分の振幅が最も大きくなるのは X=0.5、θ =0°の位置であり、断層端部直

上に相当する。(4)～(6)式に X=0.5、θ =0°、Xsh=0.3km、Mw=6.2 を挿入した場合の補正係数(ey1×ey2)
を表 5 に示す。周期 5 秒で破壊伝播効果の影響が最も顕著になるが、その補正係数の値は 1.7 倍程度で

ある。また、周期 0.6 秒以下の補正係数は 1.0 であり、短周期成分は破壊伝播の影響を受けないことにな

る。同様の傾向は大野・他(1998) 73)も指摘している。図 18 の太実線および太破線で示したスペクトルレ

ベルに、表 5 の補正係数を考慮した結果を図中に細実線および細破線で示す。先に述べたように、TKN
のせん断波速度 Vs は 1.5km/s 程度、NGD は Vs=1.0～2.0km/s の範囲にあると見られる。破壊伝播の影響

を考慮すると、周期 0.6 秒以上で振幅が大きくなるが、TKN は図中に示した Vs=1.5km/s のレベルに、

NGD は地震基盤のレベルにほぼ包絡されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 に示したように、震源を事前に特定できない地震の地震動レベルは、周期 1 秒以上の長周期帯域

では基になった観測スペクトルを大きく上回って設定してある。しかしながら、図 18 の結果を見る限り

においては、震源を事前に特定できない地震の地震動の設定レベルが、距離補正した応答スペクトルと

比べて大きく上回る傾向は見られない。図 8 の地震動レベルの設定に用いた観測記録の最大の Mj は 6.6
相当である。一方、長野県西部地震の Mj は 6.8 であり、図 8 の地震動レベルの設定に用いた地震よりも

規模が大きい地震である。従って、長野県西部地震に相当する規模の地震までを考慮すると、図 8 に示

した周期１秒以上の長周期帯域のレベルは妥当であると判断した。加えて、周期１秒以下の帯域におい

ても、図 8 で設定した地震動レベルは長野県西部地震に相当する規模の地震を概ね包絡している。 
なお、1997 年山口県北部地震は震源から離れた地点においても硬質岩盤上の観測点が存在しないため、

上記の検討は行わなかった。 

表 5  Somerville et al. (1997)に基づく破壊伝播効果の補正係数(ey1×ey2)  

周期 (s) 0.02 0.60 0.75 1.00 1.50 2.00 3.00 4.00 5.00

破壊伝播効果の
補正係数

1.00 1.03 1.07 1.12 1.21 1.28 1.50 1.68 1.69
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6. まとめ 

 
内陸地殻内で発生する地震に対し、「震源を事前に特定できない地震」に対する地震動レベルを、震源

近傍の強震観測記録を用いて検討した。ここで、震源を事前に特定できない地震とは、既存の活断層図

等の文献による調査に加え、必要に応じて空中写真判読によるリニアメント調査、現地における地表踏

査等の地質学的調査を実施してもなお、事前に震源の位置、または規模の特定が困難と判断される地震

とした。なお、活断層端部が海域または沖積平野に延長する場合は活断層長さの特定が難しくなるが、

そのような場合は弾性波探査等と組み合わせることにより、規模に見合う長さが事前に特定可能と判断

している。 
先ず、強震観測開始以後に日本(1953 年～、Mj=6.2～7.3)およびカリフォルニア(1940 年～、Mw=5.6～

7.5)の内陸地殻内で発生した 27 地震に対し、震源近傍の強震観測記録を収集した。次に、収集した地震

に対し、地表地震断層が出現した地震とそうでない地震に分類した。1995 年兵庫県南部地震等、地表地

震断層が出現した 12 地震は、地震が起きる以前に活断層と認識されていた場所で発生しており、震源位

置と地震規模を事前に特定可能である。地表地震断層が明瞭でない、または出現しなかった 15 地震につ

いても地質学的調査を行った結果、1984 年長野県西部地震と 1997 年山口県北部地震、および 1997 年 3
月および 5 月の鹿児島県北西部地震については、現段階の調査からは事前に震源を特定できなかった。 
Mj6.5(Mw6.2)以下の 7 地震は地質学的調査により事前に震源位置と地震規模を評価できた可能性がある。

しかしながら、仮に上記の 7 地震について震源が事前に特定できた可能性があるとしても、震源断層の

スケーリング則の観点から同程度の規模の断層が確実に事前に震源を特定できるとは断定できない。以

上の点を鑑み、本論文では長野県西部地震等の 4 地震に加え、上記の 7 地震も震源を事前に特定できな

い地震の上限レベルの検討に採用する方針とした。 
これら 11 地震のうち、震源近傍の硬質地盤上で強震記録が得られているのは 9 地震 12 地点の計 15

記録(30 水平成分)であり、断層最短距離 Xsh=3～17km の範囲にある。以上の観測記録について水平動の

擬似速度応答スペクトルを計算し、その上限レベル（最大加速度値 450 cm/s/s、加速度応答値 1200 cm/s/s、
速度応答値 100 cm/s）を、震源を事前に特定できない内陸地殻内地震の地震動レベルとして設定した。

これらの観測点は Vs=700m/s 相当の岩盤上に位置している。Vs=700m/s から地震基盤に至る水平動の地

震動レベルは、上記の上限レベルに既往研究の地盤増幅率を考慮することにより設定した。 
 以上の地震動レベルは、強震観測開始以後に発生した地震に基づき設定している。当然のことながら、

強震観測開始以前にも日本国内で多くの内陸地殻内地震が発生しており、これらの地震についても調査

する必要がある。そこで、地震カタログが整備されている 1885 年以後、強震観測が始まる 1953 年まで

に発生し、Mj が 6.5 より大きい 14 地震を対象として地質学的調査を実施した。その結果、これらの地

震は活断層または活褶曲と関連づけることが可能であり、震源を事前に特定可能であったと判断した。 
先に述べたように、長野県西部地震は詳細な地質学的調査を行っても、現段階では震源を事前に特定

することは困難である。本震の震源域で得られた強震動記録は存在しないが、震源から 24、38km 離れ

た 2 地点で強震記録が得られている。そこで既往の距離減衰式の係数を用いて極近距離相当に変換した

地震動を算定し、上記の地震動レベルと比較した結果、設定した地震動レベルは長野県西部地震に相当

する規模の地震(Mj6.8)を概ね包絡することを確認した。 
本論文の主旨は、震源近傍の硬質岩盤上の記録から直接「震源を事前に特定できない地震の地震動レ

ベル」を決めることにある。その過程において、個々の地震に対して震源近傍の観測点が 1～3 点と少な

いのも事実である。この点を補うために、断層モデルを用いて震源近傍の面的な強震動分布を推定する

方法もある。しかしながら、いかに断層モデルが進歩したとは言え、強震動評価の精度から考えると、

最大の地震動レベルを決めることは現状で非常に難しいと思われる。むしろ、個々の強震観測記録のス

ペクトルには大きな山谷があり、限られた観測値とはいえ、異なる地震の異なるサイトの記録全てを包

絡させることにより、現在利用できる強震記録の上限値として震源を事前に特定できない地震の地震動

レベルを設定するのが最善と考えている。著者らは、ここで設定した地震動レベルを上回る地震が、将
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来発生する可能性を完全に否定しているわけではない。確率論的アプローチを用い、現在設定した地震

動レベルを超える地震の発生確率を考察することも重要と考えており、将来の検討課題としたい。 
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付表 1-1 地表地震断層が出現した国内の地震に対する文献調査(1/2) 

地震名
発生
年

Mj 文献に示されている活断層の長さ 文献による地質状況等

濃尾 1891 8.0

温見断層(Ⅰ):39km
根尾谷断層(Ⅰ):37km
梅原断層(Ⅰ):19km

(活断層研究会, 1991)A1)

トレンチ調査により，繰り返し活動していることが確

認されている（例えば, 岡田, 1986）A2)
。

陸羽 1896 7.2
駒ケ岳西麓断層群（Ⅰ～Ⅱ）:10km
白岩六郷断層群(Ⅰ):26km

(活断層研究会, 1991)A1)

トレンチ調査等により，繰り返し活動していることが
確認されている（例えば, 千屋断層研究グループ,
1986）A3)

。

北丹後 1927 7.3
郷村断層(Ⅰ):13km
山田断層(Ⅰ):約20km

(活断層研究会, 1991)A1)

北方延長は海域に連続している。地震前後の三角点の
変動データも，海岸部で最大隆起量を示している

（Tsuboi, 1930）A4)
。

北伊豆 1930 7.3 北伊豆活断層系(Ⅰ):約30km

(活断層研究会, 1991)
A1)

トレンチ調査等により，繰り返し活動していることが
確認されている（丹那断層発掘調査研究グループ,
1983）A5)

。

男鹿 1939 6.8
申川断層(Ⅰ):5.5km
(活断層研究会, 1991)A1)

地震前後の測量結果，余震分布，津波の解析から男鹿
半島西縁に沿う震源断層が想定されている（吉岡，

1974）A6)
。段丘面の傾動も地震時の変動と調和して

いる（今泉，1977）A7)
。今泉(1977)A7)

は，段丘面の傾
動から男鹿半島西部に断層を想定している。男鹿半島
は第四紀を通して地震性地殻変動域（波長20km±）
にあって，さらにより広域な隆起（変動）を受けてい
るとしている。男鹿半島は東西25km，南北20km程度
の大きさをもつ島状の地塊であるとしている。

鳥取 1943 7.2 鹿野断層(Ⅰ):8km

(活断層研究会, 1991)
1)

地震前後の測量結果から求めた三角点の変位は，両断
層の近くを通り，長さ30km程度ほぼ東西に延びる震

源断層の存在を示している(Sato, 1973)A8)
。黒川

(1983)A9)
，西田・他(1991)A10)

によると，吉岡断層が鳥
取平野西縁部まで伸びていたとされる。ボーリング
データによると，鳥取平野下における震源断層推定位
置を境に第四系及び基盤上面に高度差が認められる。

金田・岡田(2002)A11)
によると鹿野―吉岡断層系の長

さは鳥取平野の東方対岸まで延長したとして、約
20kmとされている。

三河 1945 6.8
深溝断層(Ⅱ) >3km
津平断層(Ⅰ):4km

(活断層研究会, 1991)1)

上田・他(1998)A12)
により繰り返し活動していること

が確認されている。田山(1949)A13)
，小川・他

(1991)A14)
により，約６km間海域に連続することが確

認されている。

福井 1948 7.1

細呂木断層(Ⅱ):12km
篠岡断層(Ⅱ):2km
松岡断層(Ⅱ):8km

(活断層研究会, 1991)1)

福井県(1999)A15)
によると福井地震断層に沿うリニア

メントは認められないものの，第四系の一部に累積的
な変形を及ぼしていることが確認されている。一方，
丘陵部あるいは丘陵と平野との境界部に連続するリニ
アメントが認められるとされ，既往文献においても細
呂木断層，福井東側断層，松岡断層が約27km区間に

示されている。竹内(1989)A16)
は，福井地震断層位置

付近に地形の段差がみられるとし，岡本・他

(1989)A17)
はボーリング調査による地層の変形量から

約3000年間隔で活動しているとしている。

伊豆半島
沖

1974 6.9 石廊崎断層(Ⅰ):8km

(活断層研究会, 1991)
1)

松田(1975)A18)
は約８km間に石廊崎断層を示し，右横

ずれを示唆する屈曲が認められ，屈曲量と谷の長さと
の関係から活動度をＢ級と推定している。地表地震断
層の南東端は海域に連続しており，測地学的断層モデ

ル(多田, 1976)A19)
では長さ15kmとしている。

伊豆大島
近海

1978 7.0 根木の田断層(Ⅱ):4km

(活断層研究会, 1991)1)

活断層研究会 (1991)A1)
によると，長さ４kmの確実度

Ⅱが示され，東端は海域に連続している可能性があ

る。測地学的断層モデル(岡田，1978)A20)
，余震分布

などからも海域の断層が活動したことが示唆される。強
震
観
測
以
後
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付表 1-1 地表地震断層が出現した国内の地震に対する文献調査(2/2) 

地震名
発生
年

Mj 文献に示されている活断層の長さ 文献による地質状況等

兵庫県南
部

1995 7.3
六甲－淡路断層帯:60km
松田 (1996)A21)

地震時に，野島断層の北東延長海域において，明石大
橋の橋脚間に変位が生じており，既存の断層も知られ
ている。神戸側では，地表地震断層は認められないも
のの，活断層として六甲断層帯等の存在が知られてい

る。活断層研究会 (1991)
A1)
によると，淡路島北半は

六甲山地の延長的性質を示しているとしている。

岩手県北
部

1998 6.2 西根断層群(Ⅰ～Ⅱ):16km

(活断層研究会, 1991)
A1)

宮内ほか(1998)A22)
によると，山地と平野との境界に

西根従属断層を示し，篠崎地震断層の南端は同断層に
収斂することから，篠崎地震断層は地下では西根従属
断層と同じであるとされている。
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付表 1-2 地表地震断層が出現したカリフォルニア州の地震に対する文献調査 

地震名
発生
年

Mw 文献に示されている活断層の長さ 文献による地質状況等

1940 7.0

1979 6.5

Kern County 1952 7.5

総延長：73km
・45km：White Wolf断層

（平野下の伏在区間19kmを含む）

・26km：Wheeler Ridge断層（活断
層）
・37km：Pleito断層（活断層）

(Oakeshott, 1954B7); Smith, 1964B8);
Jennings, 1994B5))

White Wolf断層は山地と平野の境界(山麓急斜面の脚部)に位

置し1906年以前から地質図に図示(Oakeshott, 1954B7))。White
Wolf断層の伏在区間のボーリングデータより，第四紀後期

の同断層の平均変位速度(上下変位成分)は3～9mm/年(Stein
& Thatcher, 1981B9))。

Parkfield 1966 6.2
37km：サンアンドレアス断層（Slack
Canyon～Cholame 区間）

 (Wesnousky, 1986B10))

明瞭な断層変位地形(Brown, 1970B11))。Parkfieldにおけるサ

ンアンドレアス断層は1857年以降，6回のイベント時に変位

(Bakun & McEvilly, 1984B12))。Parkfieldにおけるサンアンドレ

アス断層のクリープ変位速度は13mm/年(Burford & Harsh,
1980B13))。

San Fernando 1971 6.6

17km：San Fernando断層

38km：Santa Susana断層

8km：Mission Hills断層

17km：Sierra Madre (B)：
21km：Verdugo断層

(Wesnousky, 1986B10))

San Fernando断層の中部～東部区間は山地と平野の境界に位

置し，地震前から山地前縁の明瞭な崖として認識(Miller,
1928B14); 1934B15))。San Fernando断層の西部は平野部に位置
するが，地震前に撮影された空中写真の判読により，急斜

面を示す地形(崖)が認められる(USGS Staff, 1971B16))。地震

後のトレンチ調査により，同断層系の1回前のイベント年代

は100～300年前(Bonilla, 1973B17))。

Supperstition
Hills 1987 6.6

総延長：36km
・22km：Supperstition Hills断層

・Wienert断層

(Wesnousky, 1986B10); Sharp et al. ,
1989B18); Jennings, 1994B5))

Supperstition Hills断層は横ずれ変位地形が明瞭で，累積変位

量の計測，トレンチ調査により，1987年以前の複数のイベ

ントが推定されている(Hudnut & Sieh, 1989B19); Lindvall et al ,
1989B20))。Supperstition Hills断層に沿って地震活動域。ク

リープ変位も認められる(Doser & Kanamori, 1986B21); Sharp
et al ., 1989B18))。Wesnousky(1986)B10)

は，Supperstition Hills断
層(長さ22km)を震源とする地震の規模を事前にML=6.4と見

積もっていた。

Landers 1992 7.3

総延長：約90km
Camp Rock断層～Homestead Valley断
層～Johonson Valley断層

(Hart et al. , 1993B22), Jennings, 1994B5))

Johnson Valley断層, Homestead Valley断層, Emerson断層,
Camp Rock断層は変位地形が明瞭で，本地震前に活断層とし

て図示されていた(Allen et al ., 1965B23); Wesnousky, 1986B10);
Hart et al ., 1993B22))。

Hecter Mine 1999 7.1

総延長約57km
Pisgah断層～Bullion断層

(Hart et al ., 1993B22)
）

総延長：約91km
Pisgah断層～Bullion断層～Mesquite
Lake断層

(Hart et al ., 1993B22)
）

Bullion断層，Lavic Lake断層の南部は変位地形が明瞭で，本

地震前に活断層として図示(Allen et al ., 1965B23); Wesnousky,
1986B10); Hart et al., 1993B22))。Lavic Lake断層の北部も地震後
の空中写真判読，現地調査，トレンチ調査により，地表地
震断層沿いに1999年の地震以前に形成された変位地形，イ

ベントが認められた(Treiman et al ., 2002B24); Rymer et al. ,
2002B25))。

Imperial
Valley

60km：Imperial断層

(Fuis et al. , 1982B1); Yeats et al ,
1997B2))

Imperial断層の北部区間は，断層変位地形(断層崖)が顕著

(Buwalda & Richter, 1941B3); Yeats et al , 1997B2))。Imperial断層
においては繰り返し中規模地震が発生。クリープ変位も認

められる(Hill et al , 1990B4); Jennings, 1994B5))。物理探査によ

り断層の存在が示される(Biehler, et al ., 1964B6))。Imperial断
層はサンアンドレアス断層の南方延長部のトランスファー

ム断層(Fuis et al ., 1982B1); Yeats et al , 1997B2))。
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地震名 
発生 

年月 
Ｍ 

深さ

(km)

断層モデル 

メカニズム解 

余震分布，被害分

布，微小地震分布

との対応 

文献に示されている

活断層 
総     括 

観音寺断層 
確実度：Ⅰ～Ⅱ 
長さ：21km 

(活断層研究会, 1991)C3) 
庄内 

1894 

/10 
7.0 vs なし 

被害は庄内平野東

縁断層帯に沿う 
(宇佐美, 2003)C2) 庄内平野東縁断層帯 

活断層 
長さ：40km 

(中田・今泉, 2002)C5) 

・地震被害域の東縁に沿

って活断層群が示さ

れており，本地震は観

音寺断層等の活動に

よるものとされてい

る(鈴木・他, 1989)C4)。

鍛冶屋断層 
醍醐断層 

確実度：Ⅰ～Ⅱ 
長さ：16km 

(活断層研究会, 1991) C3) 
江 濃
ごうのう

 

(姉川） 

1909 

/8 
6.8 vs なし 

被害は鍛冶屋断層

及び醍醐断層に沿

う(宇佐美, 2003)C2) 
活断層,一部推定 

長さ：20km 
(中田・今泉, 2002)C5) 

・ 地震被害域の北東

縁に沿って鍛冶屋

断層などの活断層

群が示されている

( 活 断 層 研 究 会 , 
1991)C3)。 

北但馬 
1925 

/5 
6.8 vs なし 

微小地震分布は顕

著ではない 

田結地震断層 
確実度：－ 
長さ：2km 

(活断層研究, 1991)C3) 

・ LＣランクのリニア

メントが数 km 程度

判読できる。 
・ 海域延長において

も海底面に高度差

が認められるが，活

動時期が不明のた

め，第四紀後期の活

動を否定できない。

櫛挽断層ほか 
確実度：Ⅰ 
長さ：20km 

(活断層研究会, 1991) C3) 
西埼玉 

1931/ 

9 
6.9 0 

N74W/80S 
長さ 20km 
幅 10km 
上端 1km 
北側隆起 
左横ずれ 1m 
(Abe, 1974)C1) 

余震は櫛挽断層付

近に分布する 
（気象庁データか

ら作成） 
平井ー櫛挽断層帯 

活断層 
長さ：約 30km 

(中田・今泉 , 2002)C5) 

・ 震源近傍には平井

－櫛挽断層帯など

がある(活断層研究

会, 1991)C3)。 
・ 断層の方向は，断層

モデル(Abe, 1974) 
C1)，余震分布と調和

している。 

付表 2 強震観測開始以前に発生した地震に対する活断層調査結果 

[付表 2 の参考文献] C1) Abe, K.: Seismic Displacement and ground motion near a fault: The Saitama earthquake of 

September 21, 1931，J. Geophys. Res., 79, 1974, pp4393-4399. C2) 宇佐美龍夫：最新版日本被害地震総覧[416]-2001、

2003、東京大学出版会. C3) 活断層研究会：新編日本の活断層、東京大学出版会、1991. C4) 鈴木康弘、池田安

隆、渡辺満久、須貝俊彦、米倉伸之：庄内平野東縁における完新世の断層活動と 1894 年(明治 27 年)庄内地震、

地震、42、1989. C5)中田高、今泉俊文 [編]：活断層詳細デジタルマップ、東京大学出版会、2002. 

pp151-159. 



- 86 - 

Earthquake Ground Motions by Blind Faults in the Upper Crust  
- Categorization of Earthquakes Based on Geological Survey and  
Examination of the Upper Level from Strong Motion Records - 

 

KATO Kenichi 1), MIYAKOSHI Katsuyoshi2), TAKEMURA Masayuki 3) 

INOUE Daiei4), UETA Keiichi 5), Dan Kazuo 6) 
 

 
1) Member, Deputy Senior Manager, Kobori Research Complex, Kajima Corporation, Dr. Eng. 

2) Senior Research Geologist, Central Research Institute of Electric Power Industry 
3) Member, Deputy Director, Kobori Research Complex, Kajima Corporation, Dr. Sci. 

4) Associate Vice President, Central Research Institute of Electric Power Industry, Dr. Sci. 
5) Research Geologist, Central Research Institute of Electric Power Industry 

6) Member, General Manager, Ohsaki Research Institute, Inc., Dr. Eng. 
 
 
 

ABSTRACT 
Upper level of seismic ground motions caused by blind faults in the upper crust is examined on the basis of 
near-source strong motion records observed on rock sites in Japan and California.  In this paper, the blind fault is 
defined as the fault that cannot be identified in advance by the detailed geological surveys such as the lineament 
analysis from aerial photographs, field investigation, and so on.  We investigate 41 earthquakes that occurred in 
the upper crust with a moment magnitude (Mw) from 5.6 to 7.5, and use 30 strong motion records observed at 15 
stations on rock sites from 11 earthquakes to determine the upper strong motion level for blind faults.  The 
estimated upper level is as follows: the peak ground acceleration is 450 cm/s/s, the flat level of the acceleration 
response spectra is 1200 cm/s/s, and the flat level of the velocity response spectra is 100 cm/s on rock sites with 
share wave velocity of about 700 m/s. 
 
Key Words: Upper Level, Strong Motion Records, Blind Fault, Geological Survey, Near-source 
 
 




